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I. 訪問調査の実施概要                   

１.  事業目的・内容と期間 

【事業目的】 

本事業は、神戸市内の中小企業を対象に、その業状や課題、行政に対する要望等、生の声を幅広く

収集し、実体を把握するとともに、神戸市、神戸市産業振興財団（以下、財団）及び関係機関の支援制

度の周知を行うことにより、新規施策の立案や優れたものづくり技術の発掘、支援制度の利用拡大を図

ることを目的にしている。歴史的には神戸市 経済観光局 工業課が 2015年度より９年継続して、特定

非営利活動法人 産業人ＯＢネットに業務委託されてきた。2024年度から委託元が財団となり、今回の

目標は、昨年度以上に深掘再訪問調査を重視し、訪問企業数は 80社以上、深掘りを含めた総件数は

計 150件とする。 

【事業内容と期間】 

 新型コロナウイルス感染症の発生から５年目を迎え、未だ収斂しておらず 11波がはびこる中、調査を

した。また、経営課題の重要項目となる人員状況、最近懸念される「資材高騰」「IT並びに DX」、「カーボ

ン・ニュートラル、脱炭素」についても昨年同様調査を行った。調査期間は、2024年６月 14日のキックオ

フ会議から、2025年３月４日までとなった。（契約期間は 2025年３月末日） 

                         

２.  調査方法及び調査体制 

【調査方法】 

財団と共同で対象企業を抽出し、財団より訪問事業協力依頼書を発送し産業人ＯＢネットの調査員に

て当該企業に電話にてヒアリング受け入れを打診し、その受諾企業を直接訪問する。ヒアリングは、財

団と共同で作成したヒアリングシート(P２、３参照)に沿って実施するとともに、可能な限り生の声を聴取

する。 

なお目標の 80社訪問到達への調整のため、訪問事業協力依頼書を１次、２次、３次の３回に分け出

状しての訪問打診となった 

今回も昨年同様、電話やオンラインによる非対面方式は僅かだった。            

                    

 

 

運用したヒアリングシートは、次の通りである。 
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【調査体制】 

 新型コロナウイルス感染症が収まっておらず、また、調査時期も酷暑の時期でもあり、調査員一人当

たりの負担を低減するのを考慮し総勢 12名のメンバーとし、リスクヘッジ上の観点から PMのみによる

管理ではなく PM と SPMのペアーによりプロジェクト管理とした。 

 

３.  調査実績                 

(１) 調査およびヒアリング訪問企業  

 訪問事業協力依頼書の発送総数 191社のうち、87社に初回訪問した。 

 

 (２)   調査企業に関する情報（会社の形態・従業員規模別・業種別分析） 

  ①  会社の形態については、下記のグラフより「株式会社」が 100％。昨年は有限会社と個人事業

主で 40％占めたが、今回個人事業主を対象から外したことも起因している。しかし後述のようにい

わゆる小規模事業者の比率が高いことに変わりはない。 

       

 ②  業種については、下記のグラフより「34：金属製造」「35：一般機械器具製造業」「36:電気機器製造

業」の順に多い。「20：食料品・飼料、飲料製造業」は 7位だった。 
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③ 調査企業の創業年数は、下記のグラフの通りで、今回も 50年以上の企業が 52％もある。30年以上

を含めると約 71％と長寿の企業が多い。 

 

 

④ 資本金は、下記のグラフより「1000万円以上 5000万円未満」に集中しており約 60％を占める。 

 

⑤ 従業員数は、下記のグラフのように約 56％が 30人未満。22％以上が 10人未満の企業である。 
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II. ヒアリング結果並びに分析 

１.  経営状況 

(１) 売上・利益                  

①  最近１年における売上については、下記のグラフより「１．増加した」が約 44％と昨年より 14ポイ

ントも増え、景気の回復傾向をうかがわせる。 

  2024年                   2023年                 

                          
    

②  利益に関しても下記のグラフより「１．増加した」が約 41％」と昨年より 21ポイントも上がってい

る。後述の原油高、原材料高の影響があるものの、全般的に売上が伸びて利益に繋がっている

ことを物語っている。 

   2024年                2023年             

                                

(２) 今後の事業展開の１年後                  

①  今後の事業展開の１年後について、下記のグラフより「１．明るい」と「２．横這い」とで約 63％を

占め、昨年より外部環境が大きく好転していることを示している。 

  2024年                2023年            
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(３) 今後の事業展開の２～３年後                   

①  今後の事業展開の２～３年後についても「１．明るい」と「横這い」を足すと約 59％となり、昨年よ

り格段の伸びを示している。   

  2024年                2023年              

                               

②  上記の【理由】の主な要因： 

 １）売上増加： 

   ・コロナや半導体不足の影響で昨年度売上が落ち込んだのが平年並みに戻った（10社） 

   ・新規分野（医療、半導体等）進出、新製品開発（７社） 

   ・平年並みに戻って売上増加した企業も、原材料高騰の為価格転嫁が出来ず、利益減少（６社） 

 ２）売上減少 

   ・コロナの影響がまだ尾を引いている(６社） 

   ・顧客の業界の景気減衰（特に建機の落ち込み４社）の影響大。（５社） 

   ・原材料高騰が売上減に繋がる（２社） 

(４) 自社の強み               

①  自社の強み（※複数回答可）について、次のグラフより「６：技術・新商品開発）」が特段に多い。

今回の調査企業が「34：金属製品製造」、「35：一般機械器具製造業」が多いこととも起因していると思わ

れる。「２：販路拡大」「７：成長分野への参入」も次いでおり、積極経営が感じられる。 

 

（５）自社の弱み（課題）： 

① 自社の弱み、次のグラフより「１:人材確保」「２：販路開拓」は例年通りだが、「９：組織・経営改善・

資金計画」が３番手に来ており、注目される。その他次は「３：後継者問題」である。 
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(６) 外部環境の悪化の影響 

①原油高、②原材料費高騰、③部品不足、④円安等の外部環境の悪化は経営に大きな影響を及ぼ

している。 （約 91％） 

 

主な要因は「２：原材料高」が群を抜いているのは昨年と変わらない。 

 

２.  その他のヒアリング概要 

(１) IT化、デジタル化 

①  デジタル化により収益向上を希望する企業が約 49％もある。 

 

 

② 一方で DXお助け隊への活用は少ない 
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（２）.  情報提供について 

①  神戸市等からの情報も、多くの団体から既に提供されており、特に希望しない企業が増えている

一方、引き続き神戸市からの情報提供を欲している企業も多い。 

 

 

 

 

Ⅲ深掘企業訪問調査 

１． 今回は昨年度以上に「深掘調査」に注力して活動することにしている。 

（１）深掘調査した企業：18社 

２． 深掘調査の概要 

（１）ＤＸお助け隊要請：７社、11件 

（２）事業承継：２社。うち１件 100年経営支援事業利用。 

（３）JICA関西：１社。JICA関西同行２件。 

（４）その他：８社。 


